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　（2）式は国際収支BPをあらわす。国際収支は，財・サービスの純輸出 (x z) 
e  m*Y *  mYから金融収支 f (rr*)を差し引いたものに等しい。なお，財・
サービスの純輸出を簡単化して「貿易収支」とよぶ場合がある⑷。資本移動の
方向は，自国の金融資産の収益率 rと外国の金融資産の収益率 r*  のい
ずれが高いかに依存する。ただし，為替レートの予想変動率 をゼロとす


























的需要を減少させる。なお，期待インフレ率 e を一定とすれば（ e0），
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である。右辺の第１項 は IS 曲線の傾きにあたる。とくに投資の
利子感応度 bが大きいほど，利子率の低下にともなう投資刺激効果も大きく，
IS 曲線は緩やかになる。第２項は IS 曲線の縦軸切片をあらわす。利子率を一
定とした場合，政府支出Gの増加，租税収入Tの減少（減税），為替レート e
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　BP  0 として（2）式を利子率 rについてあらわせば，









































　固定為替レート制のもとでは，図１における IS 曲線と BP曲線の交点にお





下げ（e の上昇），外国所得Y * の増加，外国利子率 r* の低下にしたがって，
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である⑹。為替レート eの切り下げ，外国所得Y * の増加，外国利子率 r* の低
下は国際収支黒字を招き，貨幣供給を増加させる。しかし，財政政策（政府支
出G，租税収入Tの変更）が貨幣供給に与える影響は確定できない。G，T
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IS 曲線は IS0から IS1にシフトする。これにともない，均衡点はE0から E1に移
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替レートの切り下げは IS0を IS1に，BP0を BP1にシフトさせる。このとき，IS1



































融緩和に相当する市場介入は，図４において LM曲線を LM0から LM1にシフ
トさせる。この結果，国際収支の黒字が解消され，E1点において生産物市場，
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はY  [C0cTI0G(xz) em*Y *] の水準で垂直になる。
GDPの規模は IS 曲線の位置に依存し，生産物市場から決まるわけである。
　図５において，初期均衡が IS0と BP の交点E0で示され，GDP は Y0，利子
率は r0であるとする。政府支出の増加によって IS 曲線は IS0から IS1へと右方
シフトするが，そのシフト幅はY  Gに等しい。IS 曲線のシフ
ト後，IS1は BP と E1点で交わり，これが新たな均衡点になる。GDP は Y1に
増加し，所得拡大幅は IS 曲線のシフト幅Y  Gと同じになる。
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る。利子率 r0は下限水準に相当する。政府支出が増加すると，IS 曲線は IS0か






























































































　図８において，初期の均衡はE0点であらわされ，完全雇用 GDP は Y0，利
子率は r0である。ここでも好況の状態を抑制するケースを想定する。政府支出
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る⑻。貨幣市場では実質貨幣供給の増加を通じてLM1が右方にシフトする。結
果として，物価の下落により IS1は IS2に，LM1は LM0に，BP0は BP2にそれぞ
れシフトし，均衡点E2に到達する。GDPは完全雇用GDP（Y0）に落ち着き，
利子率は r2に低下する。


























































　生産物市場の均衡条件（1）式において，完全雇用 GDPを Y‾ とすれば，国内
均衡曲線は，
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⑾　ここではDornbusch （1980） chap.10，Frenkel and Razin （1996） chap.3，高浜 （2008） を参考に
している。
























　（4）式と（21）式を比較すると，小国モデルの IS 曲線より２国モデルの IS 曲
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　外国の政府支出 * の増加，自国の政府支出 の増加は外国所得を拡大させ
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　図11（a）（b）において，自国利子率 rと外国利子率 r* が均等化し，自国と外
国の均衡点がそれぞれE0，E0* で与えられるとする。このとき，自国の均衡
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　自国の IS 曲線（21）式と外国の IS 曲線（23）式，自国のLM曲線（22）式と外国
の LM曲線（24）式はそれぞれ同じ構造であることがわかる。また，（25）式と
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の IS 曲線が IS0* から IS1* へと右方にシフトする。また，自国では所得拡大を
通じて貨幣需要が増加し，利子率が上昇する。外国の貨幣市場においても所得
拡大が貨幣需要を増加させ，利子率を上昇させる効果をもつ。それゆえ，LM
曲線は LM0* から LM1* へと左方にシフトする。自国と外国の均衡はおのおの
E1点，E1* 点に移り，自国の GDPは Y1，外国の GDPは Y1* で示される。自国
利子率と外国利子率は r1r1* に上昇する。
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IS1へと右方にシフトする。反対に，外国では純輸出の減少が所得縮小効果を









衡点はE1* で示される。自国の GDP は Y0から Y1に増加するが，外国の GDP
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